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平成３０年国慶節期間中の免税店の売上状況等について 

 
この度，京都市観光協会では，中国の国慶節期間中（１０月１日～７日）の消費動向を把握するため，

市内免税店を対象に売上状況調査を実施しましたので，お知らせします。 

 

１ 調査結果概要（詳細は別紙参照） 

（１）京都市内での免税売上は昨年と比べ減少傾向 

  今年の国慶節期間中の「免税売上」が昨年と比べて「減った」と回答した店舗が全体の 

４９．４％と前年の１９．８％から大幅に増えた。９月４日に関西地方を直撃した台風２１号による

関西空港閉鎖等により、購買力が旺盛なアジアからの訪日客の減少が影響したと思われる。一方、「変

わらない」が３８．６％、「増えた」が１２．０％あり、約半数の店舗がプラスの景況感を持ってい

ることも判明した。 

 

（２）台風２１号による関西空港閉鎖の影響を受けた店舗が約８割 

台風２１号による関西空港閉鎖の影響については、「影響は大いにあった」が３７．２％、「影響は

あった」が４４．２％と、約８割の店舗が影響を受けていたと感じていることが分かった。一方、食

品店の３６．４％、レジャー・日用品店の２５．０％からは「まったく影響はなかった」との回答が

あった。 

 

（３）来年の消費増税により「売上が減少する」と答えた店舗が約６割 

  ２０１９年１０月から予定されている消費増税について、「日本人客の買い控えが発生し、店舗全

体の売上が減少すると思う」と回答した店舗が６３．９％と、半数以上を占めた。一方で、「影響は

あまりないと思う」が２７．２％、「外国人客の免税メリットが増し、店舗全体の売上が増加すると

期待」が８．８％あるなど、約４割の店舗は前向きに捉えていることが明らかになった。 

 

（４）免税店は全店舗がキャッシュレス決済を導入済 

回答があった１６１の免税店において、全店舗がキャッシュレス決済を導入していることが判明

した。導入率が最も高かったのはクレジットカード（Visa、masterccard 等）の９８．７％で、近年

増加中のＱＲコード決済も全体の約３分の１がすでに導入しているという結果になった。また、外国

人客の半数以上がキャッシュレス決済を利用すると回答した店舗が７３．５％を占め、インバウンド

消費におけるキャッシュレス決済の重要性が改めて確認された。 
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２ 調査概要 

（１） 調査対象：京都市内の免税店のうち、京都市観光協会「京都免税メルマガ」の配信対象の店舗

４８４店（平成３０年１０月時点） 

（２） 回 答 数：１６１店（回答率３３．３％）※前年の回答数１２９店舗 
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